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１．はじめに 

通常学級における特別支援教育を効果的に実践

すべく，特別支援教育コーディネーターをはじめと

する教師の地道な努力が求められている。その内容

として「連携」がある。連携は校内外を問わない。

必要に応じて教育のみならず医療，心理，福祉，労

働などの他分野あるいは家庭，地域，専門機関など

の多様な立場の人材との連携が必要不可欠である。 

このような現状にあって，教師の「連携スキル」

が問われている。「附属学校特別支援教育連携専門

委員会」（以下，本委員会と称する）では，平成 28

～33 年度の事業において，連携スキルの内容を見

出し，その伸長に資する研修プログラムの開発をめ

ざしている。この事業の概要を末尾に付記した。 

その取組として，平成28年度から教育現場の連

携事例を収集し，その中において発揮されている連

携のスキルを探索している。この中では，外部連携

に着目し，連携スキルあるいはその要点を指摘した

ものがある。すなわち，①外部連携における援助要

請先の選定と連絡調整のような「マネジメント」技

能１）。②外部の資源活用では，資源自体を開発する

場合２）。③関係者や関係機関の力量や専門性を把握

することがあった３）。

さらに，⑤外部資源に関する予備的ネットワーク

作りのスキルがあり，このような予備的ネットワー

クは，多様な実践の蓄積によって結果的に構築され

る場合もあるが，それによらずに意図して構築する

ことも必要であるとの指摘があった４）。本稿では，

前者の，実践の蓄積による予備的ネットワークの構

築を「on the jobによる予備的ネットワークの構

築」，後者の，前者によらずに意図して構築するこ

とを「off the jobによる予備的ネットワークの構

築」とそれぞれ称する。 

本稿ではこの予備的ネットワークづくりについ

て，その事例を収集し裏付ける。 

事例の収集は，附属学校等事業協力校からの情

報提供をもって行い，個人や関係機関等の特定を

避けるため，複数事例を混成した架空事例として

記述した。また，分担執筆者の所属と事例の関係

が結びつけられないように，分担箇所を不明示と

した。なお本稿の公開に際しては，関係者の許諾

を得た。 

２．on the jobによる予備的ネットワークの構築 

 （１）高等学校におけるケースワークによる事例 

 Ａ高等学校では，特別な支援を要する生徒の割

合が非常に高かった。近年では，教育相談を担当

する校務分掌内に特別支援教育コーディネーター

を置き，教務部や生徒指導部と連携して学業不振

や生徒指導上の問題行動を呈した生徒に対して，

特別支援教育の観点からケースワークをすすめて

いた。 

その中では，学級担任や部活動顧問などとの校

内連携のみならず，医療，福祉，労働等外部の専

門機関，出身中学校との連携が求められる場合

や，それを進める前提として保護者との連携が必

要な場合も多かった。 

 そこで，特別支援教育コーディネーターは自身
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のキャリアの中で蓄積してきた外部連携のノウハ

ウや連携先との関係性を駆使して，対象生徒Ｂ君

（２年，男子）の支援のニーズに即して，ケース

ワークの実務をもって，その支援ネットワークの

構築と運用を進めた。この例を図１に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図図１ 支援ネットワークの構築例 

 

 Ｂ君は，著しい学業不振があり，原級留置とな

り不登校状態に陥っていた。発達障害等が疑われ

ていたが，それにかかわる入学時点での情報提供

は皆無だった。家庭での精神状態が不穏であり，

家庭内での物損があったことを契機に通院したこ

とから，学級担任の要請を受けて特別支援教育コ

ーディネーターが病院に同行し現状及びこれまで

の経緯について把握した。実は，Ｂ君には担当の

病院のケースワーカーがすでにおり，高校入学前

からのかかわりがあるとのことだった。同時に保

護者からは，Ｂ君の生育歴が語られ，中学校では

学業不振と対人トラブルが頻回で懸念されたとの

ことだった。また，家庭の経済的な困窮状態が打

ち明けられた。その上で対象生徒の健康状況と，

学業の状況から，Ａ高等学校を退学し就職するこ

とを目指したい旨が本人と保護者の希望として表

明された。 

 現状での退学は，Ｂ君にとってひきこもりの状

態を増悪させる懸念があった。このため，特別支

援教育コーディネーターと学級担任は，校内で支

援方針を検討し，就職活動等の目処を付けてから

の退学手続きを進めることにした。なお，この退

学は，Ｂ君自身を含め関係者間で「進路変更」と

して合意された。当然ながら，学校として出来う

る限りの移行支援をすることを前提としたもので

ある。 

 具体的には，障害者手帳の取得を視野に入れつ

つ，就職活動が実効的に進められるよう外部の専

門機関との連携を開始した。その際，この家庭の

経済的困窮状況についても念頭におき，図中右側

の三つを含め，支援ネットワークを構築，運用し

た。その内容は，第一に就労支援機関，第二に生

活困窮支援機関，第三に障害者支援機関である。

いずれも官・民を揃え，実務のプロセスにおい

て，それぞれが必要に応じて主となり従となるこ

とを想定した。 

 この支援ネットワークは，特別支援教育コーデ

ィネーター自身がハブとなって構築したものであ

り，特別支援教育コーディネーターには予備的な

ネットワークがあったことになる。しかし，ここ

で主張したい点は本事例の支援ネットワークその

後の汎用的な展開である。本事例が校内で共通理

解された後には，類似の支援ニーズがある生徒に

対して，本事例の支援ネットワークを部分的に模

した支援ネットワークが構築されることが見られ

始めた。 

例えば，Ｃさん（３年，女子）を対象としたケ

ースワークである。は卒業時点で進路が未決定で

あった。発達障害の疑いがあり，卒業後に自力で

就職活動することには，大きな懸念があった。そ

こで，担任は，卒業後においても就職活動が継続

できるよう，就労支援機関の相談支援の担当者を

予め紹介し，保護者とともに窓口を訪ねることの

合意を得た。併せて，その就職活動のプロセスで

障害者雇用へと目標を変更する可能性があるだろ

うという展望を，保護者と就労支援機関の相談者

に伝え，Ｃさん自身の自己認知や職業観などの認

知面での変化と目標の選択に関する機会を注意深

く見守ることが支援の方針として合意された。 

 小括すれば，Ｃさんのケースワークでは，担任

が主導して進められた進路指導の一環であった

が，これはＢ君を対象としたケースワークの必然

特別支援教育コーディネーター

      ↓

←ケースワーカー

図２ 学校間の連携・接続に資するネットワーク体制 
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的結果として構築された支援ネットワークの一部

が，Ｃさんを対象としたケースワークにおいて活

用された。つまり，on the jobによる予備的ネッ

トワークの構築とその活用があったといえる。 

（２）中学校区における学校間の連携・接続によ   

る事例 

 Ｄ中学校区における接続に資するネットワーク

の構築と運用である。Ｄ中学校区には，小学校と

幼稚園や保育所が複数ある。ただし，人数の規模

からＥ小学校とＦ幼稚園が主だった学校間の接続

の対象として想定され試行的実践が先行された。 

 そもそもＤ中学校とＥ小学校間での小中連携，

Ｅ小学校とＦ幼稚園間での幼小接続に際しては，

それぞれに一般的な「引継ぎ」がなされていた。

すなわち年度末あるいは年度始において，卒業生

の担当教員と新入生の担当予定教員の間で対象児

童生徒の情報が提供されていた。この中で特別な

支援を要する児童生徒については，個別的に必要

情報が提供されていた。 

 しかしながら，現在の特別な支援を要する児童

生徒への対応が就学または進学後にも適応状況が

保障されるばかりではないし，就学または進学後

になって，発達上あるいは適応上の特別な支援を

要することが判明する児童生徒も少なくない。こ

のような現象は，いわば育ち盛りである学齢期に

あっては自然なことでもある。 

 いずれにせよ，Ｄ中学校，Ｅ小学校，Ｆ幼稚園

ではそれぞれに対象幼児児童生徒の適応状況を構

築，保障しようとする自助努力に加え，相互の交

流学習の実施を試みたり，入学前に特別支援教育

コーディネーターが保育参観や授業参観をし，幼

児児童に関する情報交換をする機会「相互訪問」

を設定したりするなどの共助を創出していた。 

 一方で，Ｄ中学校，Ｅ小学校，Ｆ幼稚園それぞ

れにおける自助努力の一環として，それぞれに附

属特別支援学校の特別支援教育コーディネーター

や特別支援教育を専門とする岩手大学教員（いず

れも本委員会委員）を招聘し，ケースワークにか

かる連携や職員等に対する研修などを実施してい

た。ここで注目されたのは，経年的に見たときに

これら外部の人材が，結果的に対象の幼児児童生

徒を縦断的に追跡していたことであった。そこ

で，このことを学校間の連携・接続に活用しよう

と，Ｄ中学校，Ｅ小学校，Ｆ幼稚園と本委員会の

４者にて連携・接続に資するネットワーク体制を

開発し試行した。このイメージを図２に示した。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図図２ 学校間の連携・接続に資するネットワーク体制 

 

ここでは，幼少接続を附属特別支援学校の特別

支援教育コーディネーターが担当し，岩手大学教

員が小中連携を担当することにした。これに伴い

前者は幼稚園５歳児と小学校１学年に対する観察

及びケースワークへの参画に力点を置いた。後者

は，小学校６年生と中学校１年生に対する観察及

びケースワークへの参画に力点を置いた。 

附属特別支援学校の特別支援教育コーディネー

ターは，Ｅ小学校，Ｆ幼稚園間で実施された相互

訪問に同行し意見交換をしたり，対象児童の適応

状況を把握すべく，その入学後に幼稚園教員とと

もに授業参観をしたりした。 

また，附属特別支援学校の特別支援教育コーデ

ィネーターと岩手大学教員は，それぞれに対象児

童生徒について，その支援に資する情報提供を実

施し，円滑な移行及び適応支援に努めた。 

この一例として幼小接続における事例を挙げ

る。Ｇ君（小学１年，男子）は，Ｆ幼稚園在園時

には，大人しくどちらかといえば指示待ちの印象

を持たれがちの幼児だった。日常生活にはむしろ

適応的ではあったが，幼稚園の教員によれば，友

人関係の中で自分の意思を表明しにくい姿や，周
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囲の幼児に比して教師の指示理解が遅れる姿があ

り気になることがあったという。このことは，附

属特別支援学校の特別支援教育コーディネーター

の参観時にも確認されたが，この時点で，障害に

よる不適応の姿なのか，発達・発育の途上である

ことによる一過性の戸惑いや困りの姿なのか，そ

の判断が明確にはできないとされた。それだけ

に，小学校入学後の環境の変化，新たな生活習慣

への適応が漠然とながら懸念された。 

そこで，入学前の幼稚園教員からの引継ぎ時点

では，性格特性や逸話をごく端的に伝達してお

き，入学後の姿を参観し，詳細な情報提供をすべ

きかを判断することにした。 

４月の入学直後，附属特別支援学校の特別支援

教育コーディネーターが別用務でＥ小学校を訪問

し，併せて１年生の様子も大まかに把握した。こ

れによると，小学校の教員によれば，全体として

小学校生活への適応は注意深く見守っている時期

であり，戸惑いのある児童については適宜サポー

トをしているが，Ｇ君に関する特段の懸念はない

とのことだった。このことは，Ｆ幼稚園にも伝達

され安堵を得た。その後も，断続的に附属特別支

援学校の特別支援教育コーディネーターがＥ小学

校を訪問しＧ君の様子を確認しているが，その適

応はすこぶる順調である。 

 小括すれば，平時におけるＤ中学校，Ｅ小学校，

Ｆ幼稚園それぞれにおける外部連携があった。これ

を予備的ネットワークとして活用し，学校間の連

携・接続時の支援ネットワークを構築したのである。 

つまり，on the jobによる予備的ネットワークの

構築とその活用があったといえる。 

 

３．off the job による予備的ネットワークの構築 

 Ｈ高等学校では，特別な支援を要する生徒の割

合が非常に高く，学習や対人関係など学校生活へ

の適応支援ニーズに加え，突発的に顕在化する生

徒指導上の問題行動への対応が求められていた。 

教育相談を担当する校務分掌には５名（うち特

別支援教育コーディネーター２名，養護教諭１

名）が配置されており，特別支援教育コーディネ

ーターを中心として，ケースワークが進められて

いた。ここでは緊急性と重要性が高く，複雑な対

応を要することが多く，外部専門機関との連携は

必須であった。 

 しかし，突発的に顕在化した生徒指導上の問題

によって，求められるケースワークの初動におい

ては，切迫状況でありながら必要かつ有効な連携

先を見出しにくいこともあった。このような経験

によって，外部連携においては，切迫状況下にあ

っても適切な連携先を選定し実務にあたれるよ

う，それらの情報を予め把握し予備的なネットワ

ークを構築しておく必要があると思われた。 

 そこで，Ｈ高等学校の教育相談を担当する分掌

では年１回，年度末に県内及び県外の地域の専門

機関等を訪問，視察する取組みを開始した。これ

らは対象の所在地によって「県内視察ツアー」

「県外視察ツアー」と通称された。 

ここでは，Ｈ高等学校における支援ニーズとし

て多くあった事例を想定し，各専門機関を訪問し

情報交換を行った。想定した事例は，①触法事例

またはそれに類する懸念がある事例，②障害者雇

用の可能性がある事例，③生活困窮事例，④ひき

こもりやニートに移行する懸念のある事例，⑤発

達障害や適応障害による医療的な対応の可能性が

ある事例，⑥生徒が進学することがある大学等で

あった。併せて，⑦Ｈ高等学校と類似の状況にあ

る高等学校との情報交換を加えた。これは高等学

校同士の横連携として，参照価値があることと，

時として生徒の転学事例によって関与する可能性

があることを想定した。これに基づく「県内視察

ツアー」の実施内容例を表１に記した。なお，特

別支援教育を専門とする岩手大学教員（本委員会

委員）が協力し，視察先を紹介した。 

さて，ここで得られた予備的ネットワークの活

用の一例にＮさん（３年，女子）のケースワーク

があった。Ｎさんは，変化に対する不安が強い生

徒であり，高等学校入学直後を始め，何らかの出

来事の都度，気分の落ち込みに悩まされ，ひきこ

もりがちであった。しかし，いずれの危機的状況

においても，担任がスクールカウンセラーや養護

表１ 県内視察ツアー実施内容例 

---------------------------------------------------------- 
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教諭と連携し，献身的に対応してきた。これによ

って，学校はＮさんとその保護者からの信頼を得

ていた。そして卒業を目前にして，Ｎさんは志望

するＫ大学への入学が決まった。 

 

表表１ 県内視察ツアー実施内容例 

---------------------------------------------------------- 

実施年月日 20XX年３月８日 

参加者   教育相談を担当する分掌担当者５名， 

岩手大学教員１名(本委員会委員，部分参加) 

830- Ｉ障害者職業センター視察 

1030-  Ｊ法務少年支援センター 

1330- Ｋ大学 学生相談センター 

／Ｌ障害者就業・生活支援センター（２班で分担し訪問） 

1530- Ｍ高等学校 教育相談部 

 

しかし，合格通知を受けてから1週間後，担任に

とっては想定内ではあったが，保護者とＮさん本

人にも懸念が生じ始めていた。大学進学によっ

て，新たな環境への適応が求められる。通学の負

担も増え，生活のリズムも大きく変わることが不

安を駆り立てていた。現にＮさんの気分の落ち込

みは，顕著であった。卒業式前のこの時期は自宅

学習期間であったため，欠席とはならないもの

の，むしろ，それゆえに家庭では，自室にひきこ

もりがちになっていた。 

そこで，特別支援教育コーディネーターは「県

内視察ツアー」にて把握していたＫ大学の学生セ

ンターの，相談担当者と担任を引き合わせた。担

任は状況を説明し，入学後の支援を要請し快諾を

得た。ただし，同センターは本人または担任から

申し出によって対応することが原則であった。そ

のため，担任から保護者と本人に対して，同セン

ター及び相談担当者についての情報提供を行い，

入学後すぐに親子で訪ねるよう進言した。Ｎさん

は，一応の安堵を得て卒業式に臨んだ。 

小括すれば，学校が支援ニーズを想定しそれに

適合する予備的ネットワークを構築することを意

図した事業に取り組むことは，off the jobによる

予備的ネットワークの構築の典型といえよう。 

４．連携スキルとしての 

「予備的ネットワークの構築」の検討 

予備的ネットワークは，活用されてこそ意味を

なす。On the jobによる予備的ネットワークの構

築とは，ケースワークの蓄積による実務的な支援

ネットワークの洗練である。 

一方のoff the jobによる予備的ネットワークの

構築の典型例として記したＨ高等学校の「県内視

察ツアー」等と称された事業においては，「宝の

持ち腐れ」としてしまうリスクをはらむ。ここで

は，視察先を選定する際に根拠とした支援ニーズ

の的確さが問われるだろう。 

また，off the jobによる予備的ネットワークの

構築では，その後にケースワークで活用されるこ

とによって，on the jobによる予備的ネットワー

クの構築に組み込まれることになる。 

このことは，ケースワークにおいて有効で専門

的なネットワークを有する，いわばハブとなる人

材にアクセスした事例においても同様である。一

度活用し，既知となったネットワークは，on the 

jobによる予備的ネットワークの構築として解釈さ

れる。 

さて，「予備的ネットワークの構築」自体が，そ

もそも「外部との連携」に内包される一要因とし

てのスキルであった。ここでは，動的状況に即し

て適時適切な判断と対応行動が求められる。すな

わち，次の二つのスキルを基盤とすることが考え

られた。①アセスメントのスキルであり，これ

は，ケースワークにおける支援ニーズの把握や状

況判断を意味する。②マネジメントのスキルであ

り，これは関係調整や時に開発等を含む対応行動

を意味する。いずれも鳥瞰的な視野からの舵取り

である。 

今後，本委員会では，本稿を含む一連の探索的

研究を総括し，連携スキルを明確にし，研修内容

として構成し研修プログラムの開発へと接続，展

開する予定である。 

注釈 

 本稿を含む一連の研究の標題及び本文中では，
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「通常の学級」を「通常学級」と表記している。

これは岩手大学教育学部の「附属学校特別支援教

育連携専門委員会」における慣例による。

しかし， そもそも「通常学級」は公用語ではな

く，特別支援学級との対比から「通常の学級」と

通称されるようになったものが短縮されたもの に

すぎない。
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